
証券コード　3712
平成29年12月６日

株 主 各 位
大阪市中央区安土町２丁目３番13号

代表取締役社長 松 岡 仁 史
第31期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第31期定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面により議決権を行使することができますので、お手数
ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否を
ご表示いただき、平成29年12月20日（水曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいま
すようお願い申しあげます。

敬　具
記

１. 日 時 平成29年12月21日（木曜日）午後１時30分
２. 場 所 大阪市中央区安土町２丁目３番13号

大阪国際ビルディング17階　1705号室
（末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第31期（平成28年10月１日から平成29年９月30日まで）事業報告及び計算

書類報告の件
決 議 事 項

第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
第３号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以　上
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。
◎当日の受付開始は午後１時を予定しております。
◎本株主総会終了後、同会場にて、経営説明会を開催いたします。引き続きご参加くださいます

ようお願い申しあげます。
◎株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当

社ウェブサイト（http://www.jyohokikaku.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成28年10月 1 日から
平成29年 9 月30日まで)

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果
　当事業年度におけるわが国経済については、生産や個人消費は依然緩やかな回復基調が
続いています。しかしながら当社の主要な販売先である金融機関は、地方銀行の合併が進
む一方で、取引先の与信管理に加え事業性評価が重視されるなど取り巻く環境が変わりつ
つあります。また低金利政策から本業は厳しく設備投資に対して慎重な姿勢が見られます。
　このような状況下にあって、当社は積極的な営業活動を展開した結果、「システム事業」
の当事業年度売上高につきましては、システム開発に係わる「システムインテグレーショ
ン部門」は「融資稟議支援システム」や「決算書リーディングシステム」が大きく伸び、
新システムの「事業性評価支援システム」も貢献しました。システムのメンテナンスを行
う「システムサポート部門」も安定的な売上高を計上しています。営業利益は、「システ
ムインテグレーション部門」での材料費や外注費の費用削減効果もあり前期比増益となっ
ております。
　「不動産賃貸事業」につきましては、賃貸収入の売上高は前期並みとなり、営業利益は
前期比増益となっております。
　以上の結果、当事業年度の売上高は2,414,746千円（前期比4.0％減）、営業利益は
836,602千円（同6.2％増）、経常利益は837,158千円（同6.2％増）、当期純利益は
651,264千円（同22.3％増)となりました。
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　事業別の状況は次のとおりであります。

区 分
第　30　期

（平成28年９月期）
第 3 1 期 （ 当 期)

（平成29年９月期） 前 期 比

金 額 構 成 比 金 額 構 成 比 金 額 増 減 率
千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

シ ス テ ム 事 業 2,404,192 95.6 2,304,740 95.4 △99,451 △4.1
システムインテグレーション部門 1,497,607 59.5 1,393,438 57.7 △104,168 △7.0

う ち 担 保 管 理 シ ス テ ム 582,140 23.1 336,888 13.9 △245,252 △42.1
う ち 格 付 シ ス テ ム

決算書リーディングシステム 233,995 9.3 250,527 10.4 16,532 7.1

うち自己査定支援システム 134,353 5.3 125,596 5.2 △8,757 △6.5
うち融資稟議支援システム

契約書作成支援システム 281,316 11.2 310,732 12.9 29,415 10.5

うち貸倒実績率算定システム
債権償却・引当金管理システム 57,289 2.3 66,838 2.8 9,549 16.7

う ち そ の 他 208,510 8.3 302,854 12.5 94,344 45.3
シ ス テ ム サ ポ ー ト 部 門 906,584 36.1 911,301 37.7 4,716 0.5

う ち メ ン テ ナ ン ス 899,957 35.8 899,930 37.3 △27 △0.0
う ち 代 行 入 力 6,627 0.3 11,371 0.4 4,743 71.6

不 動 産 賃 貸 事 業 110,595 4.4 110,005 4.6 △589 △0.5
合 計 2,514,787 100.0 2,414,746 100.0 △100,041 △4.0

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

１）システム事業
＜システムインテグレーション部門＞
　主要なシステムである「融資稟議支援システム」はパッケージ化を進め、複数の信用金
庫や信組情報サービス株式会社（ＳＫＣ）宛に売上高を計上し大きく伸ばしました。「決
算書リーディングシステム」や「貸倒実績率算定システム」は新たに地銀ユーザーを獲得
しました。地域金融機関が取引先企業の業況を把握するための「事業性評価支援システ
ム」や金融庁から提出を求められる「ベンチマーク集計システム」など新システムの導入
も売上高に大きく貢献しております。主力の「担保不動産評価管理システム」は地銀宛に
大型案件の売上高を計上し「自己査定支援システム」や「出資金管理システム」も根強く
販売しております。
　以上の結果、システムインテグレーション部門の売上高は、1,393,438千円(前期比
7.0％減)、売上高構成比は57.7％となりました。
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＜システムサポート部門＞
　メンテナンスの売上高はこれまでのシステム導入の効果が大きく前期並みとなり、シス
テムサポート部門の売上高は911,301千円（前期比0.5％増）、売上高構成比は37.7％と
なりました。
　以上の結果、システム事業の売上高は2,304,740千円（前期比4.1％減）、セグメント
利益は798,063千円（同6.0％増）となりました。

２）不動産賃貸事業
　不動産賃貸事業は、賃貸マンション１棟、立体駐車場１棟、賃貸オフィス１棟及び賃貸
店舗１件の計４物件であり、当事業年度の売上高は、賃貸収入110,005千円（前期比0.5％
減）、セグメント利益は38,539千円（同11.7％増）となりました。減価償却費の減少等
により増益となっております。

②　設備投資の状況
　当事業年度の設備投資総額は、11,723千円であります。その主な内容は、システム事
業における電話機並びにサーバー等の事務用機器の購入による有形固定資産の取得3,649
千円、ソフトウェアの購入及び販売用ソフトウェアのバージョンアップ等による無形固定
資産の取得8,074千円であります。

③　資金調達の状況
　該当事項はありません。

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。
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⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 28 期
(平成26年９月期)

第 29 期
(平成27年９月期)

第 30 期
(平成28年９月期)

第31期(当期)
(平成29年９月期)

売 上 高(千円） 1,829,650 2,340,996 2,514,787 2,414,746
経 常 利 益(千円） 479,676 627,905 788,059 837,158
当 期 純 利 益(千円） 284,664 393,287 532,507 651,264
１株当たり当期純利益 (円） 70.29 106.60 158.96 194.41
総 資 産(千円） 3,526,340 3,228,347 3,598,520 3,999,479
純 資 産(千円） 2,644,578 2,208,417 2,590,179 3,073,882
１株当たり純資産額 (円） 652.99 659.24 773.20 917.61

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。

⑷　対処すべき課題
①　優秀な人材の確保と定着

　当社の優位性がシステムの質に依存しているのはもちろんですが、顧客である金融機関
のニーズに即座に対応していくためには営業及び開発の各局面において業務に精通した優
秀な人材が必要不可欠であります。これまで当社は採用広告中心に人材募集をしてまいり
ましたが、さらに大学への訪問など新規採用に注力して優秀な人材を確保していきたいと
考えています。また中途採用も行っており、様々な業務経験者を採用することで多様な人
材を確保していきます。今後とも優秀な人材の確保と定着に努めてまいります。

②　品揃えの拡充
　これまで、当社は金融機関の融資部や審査部向けの信用リスク管理業務のシステムを展
開しておりました。今後は、これらの業務に関連するシステムに加えて、総務、経理、人
事、資金証券などから営業推進業務まで様々な部署に係わるシステムの品揃えを一層充実
させていきたいと考えております。

－ 5 －



③　技術革新
　情報技術開発の革新と発展は目覚しく、クラウドコンピューティング、スマートフォン、
人工知能など、根幹技術から身の回りの携帯端末まで幅広く展開されています。上記の人
材確保と品揃えの拡充に通じますが、これらの革新的な開発技術やツール、言語などＩＴ
関連の技術革新を取込み、必要に応じて商品開発に繋げていくことが必要と考えておりま
す。

⑸　主要な事業内容（平成29年９月30日現在）
事業区分 事業内容

システム事業 金融機関向けシステムコンサルティング、企画、開発、販売、システムデ
ータ入力代行

不動産賃貸事業 不動産賃貸、管理

⑹　主要な営業所等（平成29年９月30日現在）
本 社 大阪市中央区安土町２丁目３番13号
大 阪 研 修 セ ン タ ー 大阪市西区阿波座１丁目15番15号
東 京 営 業 部 東京都千代田区一ツ橋２丁目６番３号
名 古 屋 営 業 部 名古屋市中区丸の内２丁目18番25号

⑺　使用人の状況（平成29年９月30日現在）
使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

127（19）名 1（△1）名 33.2歳 8.3年
（注）　使用人数は就業員数であり、パート・アルバイトについては（　）内に年間の平均人員を外数で記

載しております。

⑻　主要な借入先の状況（平成29年９月30日現在）
　該当事項はありません。

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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２．株式の状況（平成29年９月30日現在）
　⑴　発行可能株式総数 16,360,000株
　⑵　発行済株式の総数 4,090,000株
　⑶　株主数 3,692名

⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

松 岡 仁 史 800,000株 23.8％
有 限 会 社 サ ポ ー ト 325,000 9.7
情 報 企 画 従 業 員 持 株 会 223,600 6.6
松 岡 千 晴 122,000 3.6
浦 西 正 善 81,100 2.4
井 口 宗 久 64,800 1.9
立 石 雄 嗣 60,000 1.7
株 式 会 社 近 畿 大 阪 銀 行 50,000 1.4
見 附 博 明 45,000 1.3
藤 井 勇 司 30,900 0.9

（注）１．当社は、自己株式を740,115株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式（740,115株）を控除して計算しております。

３．新株予約権等の状況
⑴　当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況
該当事項はありません。

⑵　当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑶　その他新株予約権等の状況
該当事項はありません。

－ 7 －



４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（平成29年９月30日現在）
会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 松 岡 仁 史
常 務 取 締 役 井 口 宗 久 大 阪 営 業 部 長 ・ 名 古 屋 営 業 部 長
取 締 役 中 谷 利 仁 東 京 シ ス テ ム 部 長
取 締 役 松 岡 勇 佑 財 務 担 当
取 締 役 塚 越 洋 一 東 京 営 業 部  営 業 部 長
取締役（監査等委員・常勤） 橋 本 政 幸

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 垂 谷 保 明
開 成 公 認 会 計 士 共 同 事 務 所 　 代 表
株 式 会 社 ウ ィ ル 　 社 外 監 査 役
住 友 電 設 株 式 会 社 　 社 外 監 査 役
株式会社アクティブゲーミングメディア　社外監査役

取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 田 積 　 司 弁 護 士 法 人 　 淀 屋 橋 ・ 山 上 合 同
弁 護 士 法 人 社 員 パ ー ト ナ ー 弁 護 士

（注）１．取締役（監査等委員） 垂谷保明氏及び取締役（監査等委員） 田積 司氏は、社外取締役でありま
す。

２．当社は取締役（監査等委員） 垂谷保明氏及び取締役（監査等委員） 田積 司氏を株式会社東京証
券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

３．取締役（監査等委員） 橋本政幸氏及び取締役（監査等委員） 垂谷保明氏は、公認会計士の資格
を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

４．取締役（監査等委員） 田積 司氏は、弁護士の資格を有しており、企業法務に関する相当程度の
知見を有しております。

５．当社は重要な会議等への出席や会計監査人及び内部監査室との十分な連携を通じ、監査等委員会
の監査・監督機能の強化を図るため、橋本政幸氏を常勤の監査等委員として選任しております。
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⑵　取締役の報酬等の総額
区 分 員 数 報 酬 等 の 額

名 千円
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 を 除 く ） 6 118,074
取 締 役 （ 監 査 等 委 員 ） 3 16,521
合 計 9 134,595

（注）１．取締役（監査等委員を除く）の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれてお
りません。

２．上記には、平成28年12月21日開催の第30期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役１名
を含んでおります。なお、当事業年度末日現在の会社役員の人数は、取締役（監査等委員を除
く）５名、取締役（監査等委員）３名であります。

３．取締役（監査等委員を除く）の報酬限度額は、平成27年12月17日開催の第29期定時株主総会に
おいて年額200,000千円以内と決議いただいております。

４．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、平成27年12月17日開催の第29期定時株主総会において
年額30,000千円以内と決議いただいております。

５．上記報酬等の額には、当事業年度における役員退職慰労引当金繰入額17,960千円（取締役（監
査等委員を除く）６名に対し17,084千円、取締役（監査等委員）３名に対し876千円）を含め
て記載しております。

６．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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⑶　社外役員に関する事項
①　他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

区 分 氏 名 兼 職 先 兼 職 内 容

取 締 役
（監査等委員） 垂 谷 保 明

開 成 公 認 会 計 士 共 同 事 務 所 代 表
株 式 会 社 ウ ィ ル 社 外 監 査 役
住 友 電 設 株 式 会 社 社 外 監 査 役
株式会社アクティブゲーミングメディア 社 外 監 査 役

取 締 役
（監査等委員） 田 積 　 司 弁護士法人　淀屋橋・山上合同 弁 護 士 法 人 社 員

パートナー弁護士
当社と上記兼職先の他の法人等との間には、特別な関係はありません。

②　当事業年度における主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役
（監査等委員） 垂 谷 保 明

当事業年度に開催された取締役会14回の全て、監査等委
員会12回の全てに出席いたしました。公認会計士とし
ての専門的見地から、取締役会において、取締役会の意
思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を行って
おります。また、監査等委員会において、当社の経理シ
ステム並びに内部監査について適宜、必要な発言を行っ
ております。

取 締 役
（監査等委員） 田 積 　 司

当事業年度に開催された取締役会14回の全て、監査等委
員会12回の全てに出席いたしました。弁護士としての
専門的見地から、取締役会において、取締役会の意思決
定の妥当性・適正性を確保するための発言を行っており
ます。また、監査等委員会においても、同様の見地か
ら、適宜発言を行い、当社の監査体制の強化を図ってお
ります。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外役員は当社定款第23条及び会社法第427条第１項の規定により、損害賠償
責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が
定める最低責任限度額となります。

④　当事業年度に係る報酬等の総額
　社外役員２名に対する報酬等の総額は8,173千円（うち役員退職慰労引当金繰入額は
433千円）であります。
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５．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

新日本有限責任監査法人

⑵　会計監査人の報酬等の額
報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,000千円
（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ

く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、上記の
金額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人が提出した監査計画の妥当性や適正性等を確認し、監査の実施
状況及び報酬見積りの算出根拠等を精査した結果、当該会計監査人の報酬等の額について適
正であると判断し、同意しております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断し
た場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定い
たします。
　また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

⑷　会計監査人が過去２年間に受けた業務停止処分に関する事項
　当社の会計監査人は、平成27年12月22日、金融庁から、契約の新規の締結に関する業務
の停止３ヶ月（平成28年１月１日から同年３月31日まで）の処分を受けました。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　内部統制システムの構築は企業の社会的責任の重要な要素と捉え、リスク管理体制・コ
ンプライアンス体制・情報セキュリティ体制を中心に、会社全体としての体制整備と継続
的な実施の推進に取り組んでおります。また、コーポレート・ガバナンスを充実させるこ
とにより、公正な企業活動と正確でタイムリーな情報開示による経営の健全性・透明性の
確保を図ります。
　意思決定においては、取締役会を原則として毎月１回開催するほか、経営環境の変化に
的確かつ迅速に対応するため、重要案件については必要に応じて取締役会を開催します。
　業務執行においては、社内規程で責任部門・執行手続を定めるとともに、「職務権限規
程」で決裁権限を明確化します。また、監査等委員会による業務執行の妥当性・適法性に
関するチェックのほか、内部監査室及び会計監査人による業務・会計監査をあわせて実施
します。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　取締役の職務執行に関する重要な文書等に関しては、「文書管理規程」に基づき適切に
保存及び管理いたします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　業務執行に係るリスクとして、個人情報流出のリスクについては、「データ管理規程」
を制定し、リスクの回避、減少等の対策を実行するほか、「セキュリティ管理規程」等の
制定により全社的なリスクの把握を行います。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の業務分掌を明確化し、権限分配により職務執行の効率化を図るとともに、取締
役会の監督機能を強化する一方、迅速なる経営戦略・方針等の意思決定を行います。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　コンプライアンス体制の基本として「コンプライアンス管理規程」を制定するとともに、
代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス推進委員会」を設置し、コンプライア
ンスに関する全社的方針、体制の維持・管理、コンプライアンスの推進を図ります。
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⑥　会社並びに親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社の代表取締役が子会社の代表取締役を兼務するほか、当社取締役（監査等委員であ
る取締役を除く）が子会社の取締役を兼務し、当社監査等委員である取締役が子会社監査
役を兼務することで、グループ間の情報伝達を推進するとともに、子会社の業務執行状況
の監視、監督を行います。

⑦　監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項
　監査等委員会の職務を補助すべき専任の組織・担当者は置いておりませんが、「監査等
委員会規則」を制定し、監査上の必要があるときは内部監査部門等に報告を求め、又は特
定事項の調査を依頼することができるよう定めております。

⑧　上記⑦の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立
性に関する事項並びに監査等委員会の上記⑦の取締役及び使用人に対する指示の実効性
の確保に関する事項

　監査等委員会の補助者を置く場合は、取締役（監査等委員である取締役を除く）からの
独立性を確保すべきことに留意し、監査等委員会の同意のうえ、取締役会にて決定します。
また監査等委員会から監査業務に必要な指示を受けた取締役及び使用人は、その指示に関
する限りにおいては、他の取締役（監査等委員である取締役を除く）の指揮命令は受けな
いものとします。

⑨　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに子会社の取締役、監
査役及び使用人が当社の監査等委員会に報告するための体制、その他の監査等委員会へ
の報告に関する体制

　当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに子会社の取締役、監
査役及び使用人は、当社及び子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したと
きは、直ちに当社監査等委員会に報告するものとしています。また監査等委員会は、必要
に応じて当社及び子会社の業務執行状況について取締役（監査等委員である取締役を除
く）又は使用人に報告を求めることができます。

⑩　上記⑨の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこと
を確保するための体制

　当社の監査等委員会への報告に関しては、内部通報に係る報告以外の報告であっても、
「内部通報運用規程」の通報者保護規定を適用し、当該報告を行った当社及び子会社の取
締役及び使用人等に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを行わないも
のとします。
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⑪　監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生
ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務
の処理に係る方針に関する事項

　当社は、監査等委員がその職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還等の請求を
したときは、速やかに当該費用又は債務を処理します。

⑫　その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員は、取締役会のほか部課長会議などの重要会議に出席するとともに、各営業
部内の責任者と適宜面談し必要に応じて説明聴取を行うこととしています。また、会計監
査人及び内部監査室と連携し相互に情報交換を実施することにより、的確で効率的な監査
を図ります。

⑵　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
①　内部統制システム全般

　当社は内部統制システム全般の整備・運用を当社の監査等委員及び内部監査室がモニタ
リングし、改善を進めております。

②　取締役会の主な運用状況
　当社取締役会は、取締役の職務の執行状況、内部統制システムの運用状況、経営リスク
等の審議をしております。また当社各部門から毎月の活動状況の報告を受け、情報共有と
経営管理の充実を図っております。

③　監査等委員会の主な運用状況
　監査等委員会は、「監査等委員会監査基準」に基づき、審議をしております。各監査等
委員は、取締役会において発言を行い、常勤監査等委員は、この他重要な部課長会議に出
席し、発言、調査する等監査の充実を図っております。

７．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部

留保を確保しつつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針とし、配当性向
40％を目標としております。
　内部留保につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、市場ニーズに応
える技術開発の強化や新規事業の展開に有効投資してまいりたいと考えております。

－ 14 －



貸　借　対　照　表
（平成29年９月30日現在） （単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
売 掛 金
仕 掛 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 収 益
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
差 入 保 証 金
関 係 会 社 株 式
繰 延 税 金 資 産
会 員 権

2,392,924
1,804,316

493,965
50,453
8,453

29,327
6,156
2,308

△2,057
1,606,554
1,445,103

615,952
1,797

13,598
6,437

807,318
16,570

1,116
15,454

144,880
44,399
10,000
77,831
12,650

流 動 負 債 669,280
買 掛 金 19,369
未 払 金 85,715
未 払 法 人 税 等 123,584
未 払 消 費 税 等 31,987
前 受 金 6,237
預 り 金 15,126
前 受 収 益 313,878
賞 与 引 当 金 70,535
製 品 保 証 引 当 金 1,529
そ の 他 1,317

固 定 負 債 256,315
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 208,940
長 期 預 り 保 証 金 47,375

負 債 合 計 925,596
純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,073,882
資 本 金 326,625
資 本 剰 余 金 365,175

資 本 準 備 金 365,175
利 益 剰 余 金 3,146,097

利 益 準 備 金 1,816
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,144,280

繰 越 利 益 剰 余 金 3,144,280
自 己 株 式 △764,014

純 資 産 合 計 3,073,882
資 産 合 計 3,999,479 負 債 ・ 純 資 産 合 計 3,999,479

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
(平成28年10月 1 日から
平成29年 9 月30日まで)

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 2,414,746

売 上 原 価 997,299

売 上 総 利 益 1,417,446

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 580,843

営 業 利 益 836,602

営 業 外 収 益 555

経 常 利 益 837,158

特 別 利 益 264

ゴ ル フ 会 員 権 償 還 益 264

特 別 損 失 92

固 定 資 産 除 売 却 損 92

税 引 前 当 期 純 利 益 837,329

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 237,788

法 人 税 等 調 整 額 △51,723

当 期 純 利 益 651,264

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
(平成28年10月 1 日から
平成29年 9 月30日まで)

（単位：千円）
株 主 資 本

純資産合計
資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 利益準備金

その他利益
剰 余 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当事業年度期首残高 326,625 365,175 1,816 2,660,513 △763,950 2,590,179 2,590,179

事業年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △167,496 △167,496 △167,496

当 期 純 利 益 651,264 651,264 651,264

自 己 株 式 の 取 得 △64 △64 △64

事業年度中の変動額合計 － － － 483,767 △64 483,703 483,703

当 事 業 年 度 末 残 高 326,625 365,175 1,816 3,144,280 △764,014 3,073,882 3,073,882

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式　　　　　　　　　　移動平均法による原価法。
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資
産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法。
③　たな卸資産

・仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価
切下げの方法により算定）。

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産
　　（リース資産を除く）

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得
した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物については定額法によっており
ます。
なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。
　建物　　　　　　　　　13～33年
　構築物　　　　　　　　11年
　機械及び装置　　　　　６年
　工具、器具及び備品　　３～８年

②　無形固定資産
　　（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウェア　　　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており
ます。

・販売目的のソフトウェア　　　　販売見込数量に基づく償却額と残存有効期間（36ヶ月）を限度
とする均等配分額とを比較し、いずれか大きい額を償却する方法
によっております。

③　リース資産　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し
ております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権の貸倒による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。
②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額基準により

計上しております。
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③　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給
額を計上しております。

④　製品保証引当金　　　　　　　　製品の無償補修費用の支出に備えるため、過去の実績率を基準と
した補修見積額を引当計上しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる案件については、工事進行基準（工
事の進捗率の見積りは原価比例法）、その他の案件については、工事完成基準を適用しております。

⑸　消費税等の会計処理の方法
　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28
日）を当事業年度から適用しております。

２．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 290,295千円
⑵　関係会社に対する短期金銭債務 231千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高 2,945千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 4,090,000株 －株 －株 4,090,000株

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 740,074株 41株 －株 740,115株
（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取によるものであります。
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⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．平成28年12月21日開催の第30期定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 83,748千円
・１株当たり配当額 25円
・基準日 平成28年９月30日
・効力発生日 平成28年12月22日

ロ．平成29年５月９日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 83,748千円
・１株当たり配当額 25円
・基準日 平成29年３月31日
・効力発生日 平成29年６月５日

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
平成29年12月21日開催予定の第31期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 100,496千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 30円
・基準日 平成29年９月30日
・効力発生日 平成29年12月22日

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

未払事業税 6,250千円
未払事業所税 240千円
賞与引当金 21,731千円
製品保証引当金 471千円
貸倒引当金 633千円
役員退職慰労引当金 63,894千円
ゴルフ会員権評価損 7,744千円
資産除去債務 6,192千円

繰延税金資産小計 107,158千円
評価性引当額 －千円
繰延税金資産合計 107,158千円
繰延税金資産の純額 107,158千円
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記
内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引のため、記載を省略しております。

７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社は、資金運用については安全性の高い金融商品を基本としております。また、借入金等による

資金調達は行っておりません。デリバティブ取引は、余資運用目的で行うこととし、リスクの高い投
機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
差入保証金は、主に事務所の賃貸契約における保証金であります。
営業債務である買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。
長期預り保証金は、不動産の賃貸契約に際し、賃借人より預っている保証金及び建設協力金等であ

り、一定期間または賃貸期間終了時において相手先に返済するものであります。
③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
営業債権については、「販売管理規程」に従い、期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状

況の悪化等による回収懸念の有無を随時把握する体制としております。
ロ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

営業債務及び長期預り保証金については、当社の経理部門において適時に資金繰計画を作成する
などにより、流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
平成29年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。

貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

⑴　現金及び預金 1,804,316 1,804,316 －

⑵　売掛金 493,965 493,965 －

⑶　差入保証金 44,399 44,539 140

資産計 2,342,681 2,342,821 140

⑴　買掛金 19,369 19,369 －

⑵　未払金 85,715 85,715 －

⑶　未払法人税等 123,584 123,584 －

⑷　長期預り保証金 47,375 45,221 △2,153

負債計 276,044 273,891 △2,153

（注）１．金融商品の時価の算定方法
資　産

⑴　現金及び預金、⑵　売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

⑶　差入保証金
　差入保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に
基づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負　債
⑴　買掛金、⑵　未払金、⑶　未払法人税等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額
によっております。

⑷　長期預り保証金
　長期預り保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指
標に基づく利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

貸借対照表計上額（千円）

関係会社株式 10,000

　上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため記載して
おりません。

（注）３．金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超
５年以内
（千円）

５年超
10年以内
（千円）

10年超
（千円）

預金 1,804,001 － － －

売掛金 493,965 － － －

差入保証金 － 44,399 － －

合計 2,297,966 44,399 － －

８．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、大阪府内において、賃貸マンション１棟、立体駐車場１棟、賃貸オフィス１棟及び賃貸店
舗１件の計４物件（いずれも土地を含む）を有しております。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項

貸借対照表計上額（千円） 時価（千円）

1,400,007 1,410,000

（注）１．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当事業年度末の時価は、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額（指標等を

用いて調整を行ったものを含む）であります。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 917円61銭
⑵　１株当たり当期純利益 194円41銭

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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計算書類に係る会計監査報告
独立監査人の監査報告書

平成29年11月15日
株式会社情報企画

取締役会　御中
新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 前 川 英 樹 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 中 尾 志 都 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社情報企画の平成28年10月１
日から平成29年９月30日までの第31期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及
びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示
のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を
整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属
明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監
査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手
続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明
細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効
性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内
部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含ま
れる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査等委員会の監査報告
監　査　報　告　書

　当監査等委員会は、平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第31期事業年度における取締
役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内
容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等から
その構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとと
もに、下記の方法で監査を実施しました。

①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じ
て説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を
調査しました。

②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。

③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統
制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は
認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人 新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年11月15日
株式会社情報企画　監査等委員会

監査等委員 橋 本 政 幸 ㊞
監査等委員 垂 谷 保 明 ㊞
監査等委員 田 積 　 司 ㊞

（注）監査等委員垂谷保明及び田積 司は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定する社外
取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
　期末配当に関する事項
　当期の期末配当につきましては、当期の業績並びに今後の事業展開等を勘案いたしまして、以
下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類
　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
　当社普通株式１株につき金30円といたしたいと存じます。
　なお、この場合の配当総額は100,496,550円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日
　平成29年12月22日といたしたいと存じます。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く）５名選任の件
　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）５名（全員）は、本
総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役５名の選任をお願いするもの
であります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任であると判
断しております。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

まつ
松

 
　

おか
岡

 
　

ひと
仁

 
　

し
史

(昭和33年 3 月28日生)

昭和56年10月 アーサーアンダーセン公認会計士
共同事務所入所

800,000株
昭和60年 ６月 公認会計士登録
昭和60年10月 中谷公認会計士事務所入所
昭和61年10月 当社設立・取締役就任
昭和62年11月 当社代表取締役社長就任（現任）
平成24年11月 ㈱アイピーサポート代表取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
松岡仁史氏は創業者であり、長年に亘り経営トップとしての手腕を発揮し、経営の指揮・監督を
適切に行い当社を成長させてまいりました。また、これまでの豊富な経験と経営全般に関する知
見を有しており、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると判断し、
引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
株 式 の 数

２

い
井

 
　

ぐち
口

 
　

むね
宗

 
　

ひさ
久

(昭和34年 3 月18日生)

昭和56年 ４月 大和銀総合システム㈱
（現㈱ＤＡＣＳ）入社

64,800株

昭和62年 ４月 日本シー・アンド・シーシステムズ㈱
（現Ｐｒｏｆｉｔ Ｃｕｂｅ ㈱）入社

平成10年 ２月 当社入社
平成13年 ９月 当社名古屋営業部長（現任）
平成15年12月 当社取締役就任
平成16年 ６月 当社大阪営業部長（現任）
平成19年 ４月 当社常務取締役就任（現任）
平成24年11月 ㈱アイピーサポート取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
井口宗久氏は、取締役として企業経営に従事し、その役割・責務を果たすとともに、営業部門の
責任者として、当社の業容の拡大と企業価値向上に大きく貢献してまいりました。これまでの豊
富な経験と実績により、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると判
断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。

３

なか
中 　

や
谷 　

とし
利 　

ひと
仁

(昭和46年12月 2 日生)

平成10年 ４月 ㈱カナデン入社

27,100株平成13年11月 当社入社
平成23年 ４月 当社東京システム部長（現任）
平成24年12月 当社取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
中谷利仁氏は、開発部門での幅広い業務経験を有しており、開発部門の責任者として部門全体を
牽引し、事業の成長と企業価値向上に大きく貢献してまいりました。これまでの豊富な経験と実
績により、当社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると判断し、引き続
き取締役として選任をお願いするものであります。

４

まつ
松 　

おか
岡 　

ゆう
勇 　

すけ
佑

(昭和58年11月14日生)

平成19年 ４月 ㈱シンプレクス・テクノロジー
（現シンプレクス㈱）入社

22,200株
平成23年 ２月 有限責任あずさ監査法人入社
平成26年 ４月 当社入社
平成
平成
平成

26
27
28

年
年
年

８
12
12

月
月
月

公認会計士登録
当社取締役（財務担当）就任（現任）
㈱アイピーサポート取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
松岡勇佑氏は、公認会計士として会計及び財務に関しての知見と経験を有しており、経営の監督
を適切に行っております。今後も業務執行とともに経営の意思決定と監督の遂行が期待され、当
社の持続的な企業価値の向上を実現するために適切な人材であると判断し、引き続き取締役とし
て選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
株 式 の 数

５

つか
塚

 
　

ごし
越

 
　

よう
洋

 
　

いち
一

(昭和32年 4 月22日生)

昭和55年 ４月 日本エヌ・シー・アール㈱
（現日本ＮＣＲ㈱）入社

25,200株

昭和61年 ６月 日本シー・アンド・シーシステムズ㈱
（現Ｐｒｏｆｉｔ Ｃｕｂｅ ㈱）入社

平成13年 ４月 当社入社
平成14年10月 当社東京営業２部 営業部長
平成25年 ４月 当社東京営業部 営業部長（現任）
平成28年12月 当社取締役就任（現任）

取締役候補者とした理由
塚越洋一氏は、入社以来、営業部門の要職を歴任し、業績拡大や新規取引先の拡大に貢献してま
いりました。今後もこれまでの豊富な経験と実績に基づき、当社の持続的な企業価値の向上を実
現するために期待される人材であると判断し、引き続き取締役として選任をお願いするものであ
ります。

（注）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

第３号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
　監査等委員である取締役３名（全員）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つき
ましては、監査等委員である取締役３名の選任をお願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査等委員会の同意を得ております。
　監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。
候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
株 式 の 数

１

はし
橋

もと
本

まさ
政

ゆき
幸

(昭和33年 6 月23日生)

昭和57年 ４月 ㈱住友銀行（現㈱三井住友銀行）入行

900株

平成13年 4 月 公認会計士登録
平成15年11月 当社入社
平成16年10月 当社管理部長
平成
平成
平成

16
27
27

年
年
年

12
12
12

月
月
月

当社取締役就任
当社取締役（監査等委員・常勤）就任（現任）
㈱アイピーサポート監査役就任（現任）

取締役候補者とした理由
橋本政幸氏は、公認会計士として会計及び財務に関して十分な知見を有し、監査等委員である取
締役としてその職責を果たしてきております。今後も取締役会における監督、意思決定のために
適切な人材であると判断し、引き続き監査等委員である取締役として選任をお願いするものであ
ります。
監査等委員である取締役在任年数：２年（本総会終結時）
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候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
株 式 の 数

２

たる
垂

たに
谷

やす
保

あき
明

(昭和27年 4 月27日生)

昭和50年 ４月 三菱重工業㈱入社

24,800株

昭和57年 ７月 プライスウォーターハウス会計事務
所入所

昭和61年９ 月 公認会計士登録
昭和62年７ 月 ㈱タケツー入社
平成５ 年１ 月 税理士登録、開成公認会計士共同事務

所代表（現任）
平成12年９ 月 当社監査役就任
平成13年５ 月 ㈲コンセプト取締役社長
平成

平成

17

27

年

年

６

12

月

月

㈱ウィル不動産販売（現㈱ウィル）社
外監査役（現任）
当社取締役（監査等委員）就任（現任）

平成28年 ６月 住友電設㈱社外監査役（現任）
平成28年 ６月 ㈱アクティブゲーミングメディア社

外監査役（現任）
[重要な兼職の状況]

開成公認会計士共同事務所代表
㈱ウィル社外監査役
住友電設㈱社外監査役
㈱アクティブゲーミングメディア社外監査役

社外取締役候補者とした理由
垂谷保明氏は、公認会計士として会計及び財務に関して十分な知見を有し、専門的見地から社外
取締役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断し、引き続き監査等委員である社外取締
役として選任をお願いするものであります。
監査等委員である社外取締役在任年数：２年（本総会終結時）
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候補者
番 号

氏 　 　 名
（ 生  年  月  日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する当社
株 式 の 数

３

た
田

つみ
積

 
　

つかさ
司

(昭和30年 7 月13日生)

昭和58年 ４月 弁護士登録（大阪弁護士会所属）

－株

淀屋橋合同法律事務所（現弁護士法
人 淀屋橋・山上合同）所属（現任）

平成12年 ６月 髙木証券㈱社外監査役
平成14年11月 ㈱ダスキン社外監査役
平成16年 ４月 テレビ大阪㈱コンプライアンス委員

（現任）
平成18年 ４月 大阪弁護士会副会長
平成20年12月 当社監査役就任
平成27年12月 当社取締役（監査等委員）就任（現任）
平成29年 ４月 大阪弁護士会総会議長（現任）
[重要な兼職の状況]

弁護士法人 淀屋橋・山上合同
弁護士法人社員パートナー弁護士

社外取締役候補者とした理由
田積 司氏は、直接企業経営に関与した経験はありませんが、弁護士としての専門的見地及び企
業法務に関する豊富な知識と経験により、社外取締役としての職務を適切に遂行いただけるもの
と判断し、引き続き監査等委員である社外取締役として選任をお願いするものであります。
監査等委員である社外取締役在任年数：２年（本総会終結時）

（注）１．各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　　２．垂谷保明氏及び田積 司氏は、社外取締役候補者であります。
　　　３．当社は、垂谷保明氏及び田積 司氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届

け出ており、両氏の再任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
　　　４．当社は、垂谷保明氏及び田積 司氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しており、両氏の再任が承認された場合、当該契
約を継続する予定であります。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責
任限度額としております。

　　　５．垂谷保明氏及び田積 司氏は、過去に当社の業務執行者でない役員（監査役）であったことがあ
ります。

以　上
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株主総会会場ご案内図

会場：大阪市中央区安土町２丁目３番13号
大阪国際ビルディング17階　1705号室
TEL　06-6265-8530
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